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平成29年に成立した地方自治法等の一部を改正
する法律についての解説書。
新たに導入される内部統制をはじめ、監査制度、
住民訴訟制度の改正、窓口業務の取扱いが可能と
なる地方独立行政法人法改正を網羅しています。

○第1章から第3章は行政法研究者が論じ、第4章は実務的
な立場から地方公共団体職員関係者が解説しています。
○総務課職員が一番気になる体制整備と運用のポイント、
例規への影響がわかります。

本書の特色

地方自治法改正
による自治体実務と
例規への影響を
この１冊で
理解できます！



＊弊社宛直接お申し込みいただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料
　サービスといたします。また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料450円（税込）にてお届けいたします。
＊消費税は申込日時の適用税率に依ります。
◎上記のとおり申し込みます。代金については、次に示す方法にて支払います。
　＊現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。
　（いずれかをチェックで選択ください。）　□代金引換により支払います。　□現品到着後請求書により支払います。

1万円以下の場合、300円+税
3万円以下の場合、400円+税
10万円以下の場合、600円+税

＊代金引換手数料について
　一回あたりのご購入金額
　（商品の税込価格+送料）の合計が

※送料・代引手数料を含む合計金額は、商品のお届け時に配送
　業者に現金でお支払いください。その際、クレジットカードは
　ご利用いただけません。

申  込  書  〈第一法規刊〉 取 扱 い

お客様の個人情報の
取扱いについて

お客様よりお預かりした個人情報は、納品や請求書等の発送・アフターサービス、弊社製品・サービスのご案内などの目的のために利用させていただきます。また、お客様の個人情報は、弊社ホー
ムページに掲載のプライバシーポリシーに基づき適切に取り扱います。なお、個人情報についての照会、修正・削除・利用停止を希望される場合、その他お問い合わせにつきましては、お問合せ
フォーム（https://www.daiichihoki.co.jp/support/contact/contact.php）かフリーダイヤルにてご連絡ください。  フリーダイヤル 　 TEL.0120-203-696　   FAX.0120-202-974
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 第１章   2017年地方自治法等の改正の背景

１　はじめに 
２　内部統制制度の導入 

 第２章   地方自治法の改正

第１節　内部統制に関する方針の策定等 
１　基本的な考え方 
２　内部統制に関する方針の策定 
３　内部統制に関する方針の公表 
４ 内部統制に関する方針およびこれに基

づき整備した体制について評価した
報告書の定期的な作成 

５ 報告書の監査委員による監査、議会へ
の提出、公表 

６　施行期日 
【実務上のポイント】
１　制度化の注意点 
２　先進事例（静岡市の取組） 

第２節　監査制度の充実強化 
１　監査基準に従った監査等の実施等 
２　監査委員の権限の強化等 
３　監査体制の見直し 
４　条例により包括外部監査を実施する

地方公共団体の実施頻度の緩和 
５　施行期日 
【実務上のポイント】
１　監査基準について 
２　監査委員事務局について 　
３　監査制度と内部統制の関係について 

第３節　決算不認定の場合における長から議
　　　　会等への報告規定の整備 
１　決算不認定を踏まえて必要と認める措置

を講じたときの議会への報告および公表 
２　施行期日 
【実務上のポイント】

第４節　地方公共団体の長等の損害賠償責任
　　　　の見直し等 
１　背景 
２ 善意・無重過失の長や職員等について

一定額以上の損害賠償責任を免除す
る条例 

３　監査委員の意見聴取 
４　住民監査請求の要旨の通知 
５ 権利放棄議決における事前の監査委員

の意見聴取 
６　施行期日 
【実務上のポイント】
１ 一定額以上の損害賠償責任を免除する

条例について
２　権利放棄議決の運用について

 第３章   地方独立行政法人法の改正

第１節　はじめに
　　　　─今次の改正の背景および経緯 
１　独立行政法人とは 
２　国の独立行政法人と地独法人の違い 
３　地独法人制度見直しの背景 
４　地独法人制度の見直しに向けた具体

的動き 
第２節　国の独立行政法人制度改正を踏まえ
　　　　た対応 
１　業務の特性を踏まえた法人の分類 
２　PDCAサイクルが機能する目標・評

価の仕組みの構築 
３ 法人の内外から業務運営を改善する仕

組みの導入 
【実務上のポイント】

第３節　地独法人の業務への公権力の行使を
　　　　含む窓口業務の追加 
１ 地独法人の業務への窓口業務の追加に

関する検討の背景 
２　地独法人の適格性 
３　対象業務の範囲 
４ 申請等関係事務の処理に関わる権限の

帰属先および同事務の処理に関する
法令の適用関係 

５　申請等関係事務の処理の適切さ・適
正さ確保に向けた仕組み 

６　市町村連携の方法 
【実務上のポイント】

第４節　今次の改正を受けた地独法人制度の
　　　　これから 

 第４章   自治体実務の対応

第１節　地方自治法改正関係 
１　内部統制制度の導入について
２　監査制度の充実強化に向けて 
３　首長等の損害賠償責任の見直しについて 

第２節　地方独立行政法人法改正関係 
１　総則部分の一部改正について 
２　申請等関係事務の地独法人の検討に

ついて 

 第５章   資料

１　地方自治法 
２　地方独立行政法人法 
３　都市監査基準
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